
特定感染症国内発生期間における健康状態等の確認・報告の様式サンプル 
 

１．来館時に記載を求める場合の様式サンプル 

特定感染症に関する確認票 
本件は旅館業法第４条の２第１項の規定に基づき確認を求めるものです。正確
に記載がなされていない場合、感染対策のために施設の消毒作業や宿泊サービ
スの制限を行う必要が生じる等、営業者の業務の適正な運営や他の宿泊客の安
全の確保に支障を来す可能性がありますので、正しく記載してください。なお、
虚偽であることが確認された場合、宿泊しようとする者は報告の求めに応じて
いないこととなるため、法第４条の２第４項の規定に反することとなります。 

※太枠内にご記入又はチェック☑を入れてください。 

＜宿泊者情報＞ 

住所  

フリガナ  

氏名  

新型コロナウイルス感染症を念頭においたサンプルであり、発生した特定感染症に応じ

て、具体的な項目等は変わることから、特定感染症の国内発生に際し改めてサンプルを

示すため、下記サンプルをこのまま使用できないことに留意すること。 

＜確認事項＞ 

質問 回答 

来館時の体温 ． 度 

１．特定感染症が疑われる以下の症状がある。 

 □発熱 □咳 ・・・ 
□はい □いいえ 

２．過去●日以内に保健所から特定接触者に当たると判断されたか。 □はい □いいえ 

１．に「はい」と答えた方は、以下もお答えください。 

医療機関を受診することや予防接種会場で副反応の説明を受けるこ

と等によって症状の原因が特定感染症以外であることが判明してい

る。 

□特定感染症以外の疾患 □医薬品の副作用、予防接種の副反応 

□医学的処置、手術、治療、施術 □その他 

□はい □いいえ 

１又は２に「はい」と答えた方は、以下もお答えください。 

過去●日以内に特定感染症の流行国・地域（外国に限る）に滞在し

た。 

  流行国・地域名（           ） 

□はい □いいえ 

過去●日以内に特定感染症を人に感染させるおそれが高いとされる

動物と接触した。 

 □ 動物 A □ 動物 B □ 動物 C ・・・ 

□はい □いいえ 

過去●日以内に特定感染症の患者等と必要な感染予防策なしで●分

以上の会話等をした。 
□はい □いいえ 

KTUOY
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別添４
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＜旅館業法（昭和 23 年法律第 138 号）＞ 

第四条の二 営業者は、宿泊しようとする者に対し、旅館業の施設における特定感染症のまん

延の防止に必要な限度において、特定感染症国内発生期間に限り、次の各号に掲げる者の区

分に応じ、当該各号に定める協力を求めることができる。 

一 特定感染症の症状を呈している者その他の政令で定める者 次に掲げる協力 

イ 当該者が次条第一項第一号に該当するかどうかが明らかでない場合において、医師

の診断の結果その他の当該者が同号に該当するかどうかを確認するために必要な事項

として厚生労働省令で定めるものを厚生労働省令で定めるところにより営業者に報告

すること。 

ロ 当該旅館業の施設においてみだりに客室その他の当該営業者の指定する場所から出

ないことその他の旅館業の施設における当該特定感染症の感染の防止に必要な協力と

して政令で定めるもの 

二 特定感染症の患者等（特定感染症（新感染症を除く。）の患者、感染症法第八条（感染

症法第四十四条の九第一項の規定に基づく政令によつて準用する場合を含む。）の規定に

より一類感染症、二類感染症、新型インフルエンザ等感染症又は指定感染症の患者とみ

なされる者及び新感染症の所見がある者をいい、宿泊することにより旅館業の施設にお

いて特定感染症をまん延させるおそれがほとんどないものとして厚生労働省令で定める

者を除く。次条第一号において同じ。） 前号ロに掲げる協力 

三 前二号に掲げる者以外の者 当該者の体温その他の健康状態その他厚生労働省令で定め

る事項の確認の求めに応じることその他の旅館業の施設における当該特定感染症の感染

の防止に必要な協力として政令で定めるもの 

２・３ （略） 

４ 宿泊しようとする者は、営業者から第一項の規定による協力の求めがあつたときは、正当

な理由がない限り、その求めに応じなければならない。 

 

※ 関連する政省令も内容が決まった段階で併せて記載することを想定。  
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２．宿泊開始後に記載を求める場合の様式サンプル 

 

健康確認票 
 
本件は旅館業法第４条の２第１項の規定に基づき確認を求めるものです。正確
に記載がなされていない場合、感染対策のために施設の消毒作業や宿泊サービ
スの制限を行う必要が生じる等、営業者の業務の適正な運営や他の宿泊客の安
全の確保に支障を来す可能性がありますので、正しく記載してください。なお、
虚偽であることが確認された場合、宿泊しようとする者は報告の求めに応じて
いないこととなるため、法第４条の２第４項の規定に反することとなります。 

 

※太枠内にご記入又はチェック☑を入れてください。 

 
＜宿泊者情報＞ 

部屋番号  

フリガナ  

氏名  

 
新型コロナウイルス感染症を念頭においたサンプルであり、発生した特定感染症に応じ

て、具体的な項目等は変わることから、特定感染症の国内発生に際し改めてサンプルを

示すため、下記サンプルをこのまま使用できないことに留意すること。 

 

質問 回答 

体温 ． 度 

特定感染症が疑われる以下の症状がある。 

 □発熱 □咳 ・・・ 

□その他気になる症状 

（                      ） 

□はい □いいえ 

過去●日以内に保健所から特定接触者に当たると判断さ

れたか。 
□はい □いいえ 
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＜旅館業法（昭和 23 年法律第 138 号）＞ 

第四条の二 営業者は、宿泊しようとする者に対し、旅館業の施設における特定感染症のまん

延の防止に必要な限度において、特定感染症国内発生期間に限り、次の各号に掲げる者の区

分に応じ、当該各号に定める協力を求めることができる。 

一 特定感染症の症状を呈している者その他の政令で定める者 次に掲げる協力 

イ 当該者が次条第一項第一号に該当するかどうかが明らかでない場合において、医師

の診断の結果その他の当該者が同号に該当するかどうかを確認するために必要な事項

として厚生労働省令で定めるものを厚生労働省令で定めるところにより営業者に報告

すること。 

ロ 当該旅館業の施設においてみだりに客室その他の当該営業者の指定する場所から出

ないことその他の旅館業の施設における当該特定感染症の感染の防止に必要な協力と

して政令で定めるもの 

二 特定感染症の患者等（特定感染症（新感染症を除く。）の患者、感染症法第八条（感染

症法第四十四条の九第一項の規定に基づく政令によつて準用する場合を含む。）の規定に

より一類感染症、二類感染症、新型インフルエンザ等感染症又は指定感染症の患者とみ

なされる者及び新感染症の所見がある者をいい、宿泊することにより旅館業の施設にお

いて特定感染症をまん延させるおそれがほとんどないものとして厚生労働省令で定める

者を除く。次条第一号において同じ。） 前号ロに掲げる協力 

三 前二号に掲げる者以外の者 当該者の体温その他の健康状態その他厚生労働省令で定め

る事項の確認の求めに応じることその他の旅館業の施設における当該特定感染症の感染

の防止に必要な協力として政令で定めるもの 

２・３ （略） 

４ 宿泊しようとする者は、営業者から第一項の規定による協力の求めがあつたときは、正当

な理由がない限り、その求めに応じなければならない。 

 

※ 関連する政省令も内容が決まった段階で併せて記載することを想定。 
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３． １又は２で特定感染症が疑われる症状を呈しており、その原因が判明して

いない者が医療機関を受診した場合に記載を求めるときの様式サンプル 

 

報告票 
 
本件は旅館業法第４条の２第１項の規定に基づき確認を求めるものです。正確
に記載がなされていない場合、感染対策のために施設の消毒作業や宿泊サービ
スの制限を行う必要が生じる等、営業者の業務の適正な運営や他の宿泊客の安
全の確保に支障を来す可能性がありますので、正しく記載してください。なお、
虚偽であることが確認された場合、宿泊しようとする者は報告の求めに応じて
いないこととなるため、法第４条の２第４項の規定に反することとなります。 

 

※空欄・太枠内にご記入又はチェック☑を入れてください。 

 
＜宿泊者情報＞ 

部屋番号  

フリガナ  

氏名  

  
特定感染症の国内発生に際し改めてサンプルを示すため、下記サンプルをこのまま使用

できないことに留意すること。 

 当旅館・ホテルでの宿泊に当たって、健康状態等から医療機関を受

診したため、その結果を以下のとおり報告いたします。 

受診した医療機関名 
 

 

受診した日    年  月   日 

受診の結果、症状の原因が特定感

染症であることが確認された。 
□はい □いいえ 

受診の結果、症状が特定感染症以

外によるものであるとされた。 
□はい □いいえ 

 
その他に連絡しておくべき事項があれば、ご記入ください。 
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＜旅館業法（昭和 23 年法律第 138 号）＞ 

第四条の二 営業者は、宿泊しようとする者に対し、旅館業の施設における特定感染症のまん

延の防止に必要な限度において、特定感染症国内発生期間に限り、次の各号に掲げる者の区

分に応じ、当該各号に定める協力を求めることができる。 

一 特定感染症の症状を呈している者その他の政令で定める者 次に掲げる協力 

イ 当該者が次条第一項第一号に該当するかどうかが明らかでない場合において、医師

の診断の結果その他の当該者が同号に該当するかどうかを確認するために必要な事項

として厚生労働省令で定めるものを厚生労働省令で定めるところにより営業者に報告

すること。 

ロ 当該旅館業の施設においてみだりに客室その他の当該営業者の指定する場所から出

ないことその他の旅館業の施設における当該特定感染症の感染の防止に必要な協力と

して政令で定めるもの 

二 特定感染症の患者等（特定感染症（新感染症を除く。）の患者、感染症法第八条（感染

症法第四十四条の九第一項の規定に基づく政令によつて準用する場合を含む。）の規定に

より一類感染症、二類感染症、新型インフルエンザ等感染症又は指定感染症の患者とみ

なされる者及び新感染症の所見がある者をいい、宿泊することにより旅館業の施設にお

いて特定感染症をまん延させるおそれがほとんどないものとして厚生労働省令で定める

者を除く。次条第一号において同じ。） 前号ロに掲げる協力 

三 前二号に掲げる者以外の者 当該者の体温その他の健康状態その他厚生労働省令で定め

る事項の確認の求めに応じることその他の旅館業の施設における当該特定感染症の感染

の防止に必要な協力として政令で定めるもの 

２・３ （略） 

４ 宿泊しようとする者は、営業者から第一項の規定による協力の求めがあつたときは、正当

な理由がない限り、その求めに応じなければならない。 

 

※ 関連する政省令も内容が決まった段階で併せて記載することを想定。 

 




